
⽇経新聞掲載名︓ターゲット35

※17ページの「当資料のお取扱いにおけるご注意」をご覧ください。

当資料は18ページ組となります 2026年6⽉30⽇現在
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基準価額・純資産総額基準価額・純資産総額の推移

※ファンドにはベンチマークがありません。

※ファンドの収益率は、税引前分配⾦を再投資したものとして計算しており、設定⽇以降を表⽰しています。
※設定年は設定時と年末の騰落率です。当年は昨年末と基準⽇の騰落率です。※上記は過去の実績であり、将来の動向等を⽰唆・保証するものではありません。

Monthly Report
東京海上ターゲット・イヤー・ファンド2035 愛称︓年⾦コンパス
追加型投信／内外／資産複合

資産構成（％）

※⽐率は純資産総額に占める割合です。
※短期⾦融資産には未払⾦等が含まれるため、組⼊⽐率がマイナスとなる場合があります。

分配の推移（1万口当たり、税引前、円）

※分配⾦額は、収益分配⽅針に基づいて委託会社が決定します。
分配対象額が少額の場合等には、分配を⾏わないことがあります。

※基準価額は信託報酬控除後のものです。後述の信託報酬に関する記載をご覧ください。
※上記グラフは過去の実績であり、将来の運用成果をお約束するものではありません。
※基準価額は1万口当たりで表⽰しています。
※設定⽇は2019年9⽉20⽇です。

騰落率（税引前分配⾦再投資、％）

基準価額、パフォーマンス等の状況

※ファンドの騰落率は、税引前分配⾦を再投
資したものとして計算しているため、実際の投資
家利回りとは異なります。

基準価額 20,239 円
純資産総額 9,207 百万円

2022/1/25
2023/1/25
2024/1/25
2025/1/27
2026/1/26
設定来累計 分配実績なし

期 決算⽇

第7期 0

第3期
第4期

分配⾦
0
0

第5期 0
第6期 0

+102.39

1ヵ⽉ +0.63
3ヵ⽉ +8.75
6ヵ⽉

ファンド

1年 +20.73
3年 +43.05

+7.95

設定来

ＴＭＡ⽇本株ＴＯＰＩＸマザーファンド 28.1

短期⾦融資産等

マザーファンド

32.8 33.0 -0.2

ＴＭＡ外国債券インデックスマザーファンド
ＴＭＡ外国株式インデックスマザーファンド 28.0
ＴＭＡ⽇本債券インデックスマザーファンド

組⼊
⽐率

資産配分
⽐率 差

+0.0

-0.1
+0.1

28.0 +0.1

28.0

-0.1 - 
11.1 11.0
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⽇経新聞掲載名︓ターゲット40

※17ページの「当資料のお取扱いにおけるご注意」をご覧ください。

当資料は18ページ組となります 2026年6⽉30⽇現在
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※ファンドにはベンチマークがありません。

※ファンドの収益率は、税引前分配⾦を再投資したものとして計算しており、設定⽇以降を表⽰しています。
※設定年は設定時と年末の騰落率です。当年は昨年末と基準⽇の騰落率です。※上記は過去の実績であり、将来の動向等を⽰唆・保証するものではありません。

Monthly Report
東京海上ターゲット・イヤー・ファンド2040 愛称︓年⾦コンパス
追加型投信／内外／資産複合

※⽐率は純資産総額に占める割合です。
※短期⾦融資産には未払⾦等が含まれるため、組⼊⽐率がマイナスとなる場合があります。

※分配⾦額は、収益分配⽅針に基づいて委託会社が決定します。
分配対象額が少額の場合等には、分配を⾏わないことがあります。

※基準価額は信託報酬控除後のものです。後述の信託報酬に関する記載をご覧ください。
※上記グラフは過去の実績であり、将来の運用成果をお約束するものではありません。
※基準価額は1万口当たりで表⽰しています。
※設定⽇は2025年4⽉30⽇です。

基準価額、パフォーマンス等の状況

※ファンドの騰落率は、税引前分配⾦を再投資した
ものとして計算しているため、実際の投資家利回りと
は異なります。

基準価額・純資産総額基準価額・純資産総額の推移

騰落率（税引前分配⾦再投資、％）

資産構成（％）分配の推移（1万口当たり、税引前、円）

純資産総額 33 百万円
基準価額 12,960 円

1ヵ⽉ +0.66
ファンド

6ヵ⽉ +8.80
3ヵ⽉ +9.58

3年 - 
1年 +22.23

設定来 +29.60

2026/1/26
2027/1/25
2028/1/25
2029/1/25
2030/1/25
設定来累計 分配実績なし

期 決算⽇ 分配⾦
第1期 0
第2期

第4期
第3期

第5期

ＴＭＡ⽇本株ＴＯＰＩＸマザーファンド

マザーファンド 組⼊
⽐率

資産配分
⽐率 差

31.1 31.0 +0.1

ＴＭＡ外国株式インデックスマザーファンド 31.0 31.0 +0.0
ＴＭＡ⽇本債券インデックスマザーファンド 27.8 28.0 -0.2

ＴＭＡ外国債券インデックスマザーファンド 10.1 10.0 +0.1
短期⾦融資産等 -0.1 - -0.1
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⽇経新聞掲載名︓ターゲット45

※17ページの「当資料のお取扱いにおけるご注意」をご覧ください。

当資料は18ページ組となります 2026年6⽉30⽇現在
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※ファンドにはベンチマークがありません。

※ファンドの収益率は、税引前分配⾦を再投資したものとして計算しており、設定⽇以降を表⽰しています。
※設定年は設定時と年末の騰落率です。当年は昨年末と基準⽇の騰落率です。※上記は過去の実績であり、将来の動向等を⽰唆・保証するものではありません。

※⽐率は純資産総額に占める割合です。
※短期⾦融資産には未払⾦等が含まれるため、組⼊⽐率がマイナスとなる場合があります。

※分配⾦額は、収益分配⽅針に基づいて委託会社が決定します。
分配対象額が少額の場合等には、分配を⾏わないことがあります。

※基準価額は信託報酬控除後のものです。後述の信託報酬に関する記載をご覧ください。
※上記グラフは過去の実績であり、将来の運用成果をお約束するものではありません。
※基準価額は1万口当たりで表⽰しています。
※設定⽇は2019年9⽉20⽇です。

※ファンドの騰落率は、税引前分配⾦を再投資した
ものとして計算しているため、実際の投資家利回りと
は異なります。

騰落率（税引前分配⾦再投資、％）

基準価額、パフォーマンス等の状況

基準価額・純資産総額基準価額・純資産総額の推移

資産構成（％）分配の推移（１万口当たり、税引前、円）

Monthly Report
東京海上ターゲット・イヤー・ファンド2045 愛称︓年⾦コンパス
追加型投信／内外／資産複合

基準価額 21,078 円
純資産総額 5,543 百万円

6ヵ⽉ +8.80
1年 +22.23
3年 +46.70

設定来 +110.78

ファンド
1ヵ⽉ +0.66
3ヵ⽉ +9.59

2022/1/25
2023/1/25
2024/1/25
2025/1/27
2026/1/26
設定来累計 分配実績なし

分配⾦
0

期 決算⽇
第3期

第7期

第4期 0
第5期 0
第6期 0

0

ＴＭＡ⽇本株ＴＯＰＩＸマザーファンド

+0.0

短期⾦融資産等 -0.1 - -0.1

マザーファンド 組⼊
⽐率

資産配分
⽐率 差

ＴＭＡ⽇本債券インデックスマザーファンド 27.8 28.0 -0.2

ＴＭＡ外国債券インデックスマザーファンド 10.1 10.0 +0.1

31.1 31.0 +0.1

ＴＭＡ外国株式インデックスマザーファンド 31.0 31.0
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⽇経新聞掲載名︓ターゲット50

※17ページの「当資料のお取扱いにおけるご注意」をご覧ください。

当資料は18ページ組となります 2026年6⽉30⽇現在
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※ファンドにはベンチマークがありません。

※ファンドの収益率は、税引前分配⾦を再投資したものとして計算しており、設定⽇以降を表⽰しています。
※設定年は設定時と年末の騰落率です。当年は昨年末と基準⽇の騰落率です。※上記は過去の実績であり、将来の動向等を⽰唆・保証するものではありません。

Monthly Report
東京海上ターゲット・イヤー・ファンド2050 愛称︓年⾦コンパス
追加型投信／内外／資産複合

※⽐率は純資産総額に占める割合です。
※短期⾦融資産には未払⾦等が含まれるため、組⼊⽐率がマイナスとなる場合があります。

※分配⾦額は、収益分配⽅針に基づいて委託会社が決定します。
分配対象額が少額の場合等には、分配を⾏わないことがあります。

※基準価額は信託報酬控除後のものです。後述の信託報酬に関する記載をご覧ください。
※上記グラフは過去の実績であり、将来の運用成果をお約束するものではありません。
※基準価額は1万口当たりで表⽰しています。
※設定⽇は2025年4⽉30⽇です。

基準価額、パフォーマンス等の状況

※ファンドの騰落率は、税引前分配⾦を再投資した
ものとして計算しているため、実際の投資家利回りと
は異なります。

基準価額・純資産総額基準価額・純資産総額の推移

騰落率（税引前分配⾦再投資、％）

資産構成（％）分配の推移（1万口当たり、税引前、円）

純資産総額 13 百万円
基準価額 13,089 円

1ヵ⽉ +0.68
ファンド

6ヵ⽉ +9.16
3ヵ⽉ +9.93

3年 - 
1年 +23.19

設定来 +30.89

2026/1/26
2027/1/25
2028/1/25
2029/1/25
2030/1/25
設定来累計 分配実績なし

期 決算⽇ 分配⾦
第1期 0
第2期

第4期
第3期

第5期

ＴＭＡ⽇本株ＴＯＰＩＸマザーファンド

マザーファンド 組⼊
⽐率

32.1 32.0 +0.1

資産配分
⽐率 差

ＴＭＡ外国株式インデックスマザーファンド 32.0
26.0 -0.2ＴＭＡ⽇本債券インデックスマザーファンド 25.8

ＴＭＡ外国債券インデックスマザーファンド 10.1
32.0 +0.0

- -0.1
10.0 +0.1

短期⾦融資産等 -0.1
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⽇経新聞掲載名︓ターゲット55

※17ページの「当資料のお取扱いにおけるご注意」をご覧ください。

当資料は18ページ組となります 2026年6⽉30⽇現在

5.62 6.22
16.57

-4.21

20.70 17.35 13.26 9.53

-20
-10

0
10
20
30

2017年 2018年 2019年 2020年 2021年 2022年 2023年 2024年 2025年 2026年

0

2,000

4,000

6,000

8,000

5,000

10,000

15,000

20,000

25,000

2019/9 2020/9 2021/9 2022/9 2023/9 2024/9 2025/9

(百万円)(円) 純資産総額（右軸）

基準価額（税引前分配⾦再投資）（左軸）

基準価額（左軸）

年間収益率の推移（％）
※ファンドにはベンチマークがありません。

※ファンドの収益率は、税引前分配⾦を再投資したものとして計算しており、設定⽇以降を表⽰しています。
※設定年は設定時と年末の騰落率です。当年は昨年末と基準⽇の騰落率です。※上記は過去の実績であり、将来の動向等を⽰唆・保証するものではありません。

※⽐率は純資産総額に占める割合です。
※短期⾦融資産には未払⾦等が含まれるため、組⼊⽐率がマイナスとなる場合があります。

※分配⾦額は、収益分配⽅針に基づいて委託会社が決定します。
分配対象額が少額の場合等には、分配を⾏わないことがあります。

※基準価額は信託報酬控除後のものです。後述の信託報酬に関する記載をご覧ください。
※上記グラフは過去の実績であり、将来の運用成果をお約束するものではありません。
※基準価額は1万口当たりで表⽰しています。
※設定⽇は2019年9⽉20⽇です。

基準価額、パフォーマンス等の状況

※ファンドの騰落率は、税引前分配⾦を再投資した
ものとして計算しているため、実際の投資家利回りと
は異なります。

Monthly Report
東京海上ターゲット・イヤー・ファンド2055 愛称︓年⾦コンパス
追加型投信／内外／資産複合

基準価額・純資産総額基準価額・純資産総額の推移

騰落率（税引前分配⾦再投資、％）

資産構成（％）分配の推移（1万口当たり、税引前、円）

ＴＭＡ⽇本株ＴＯＰＩＸマザーファンド

33.0 33.0 +0.0

短期⾦融資産等 -0.1 -0.1- 

組⼊
⽐率

資産配分
⽐率 差

ＴＭＡ⽇本債券インデックスマザーファンド 23.9 24.0 -0.1

ＴＭＡ外国債券インデックスマザーファンド 10.1 10.0 +0.1

33.033.1 +0.1

マザーファンド

ＴＭＡ外国株式インデックスマザーファンド

基準価額 22,010 円
純資産総額 3,444 百万円

6ヵ⽉ +9.53
1年 +24.16
3年 +50.51

設定来 +120.10

ファンド
1ヵ⽉ +0.70
3ヵ⽉ +10.28

2022/1/25
2023/1/25
2024/1/25
2025/1/27
2026/1/26
設定来累計 分配実績なし

第7期 0

分配⾦
第3期 0
第4期 0
第5期 0
第6期 0

期 決算⽇
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⽇経新聞掲載名︓ターゲット60

※17ページの「当資料のお取扱いにおけるご注意」をご覧ください。

当資料は18ページ組となります 2026年6⽉30⽇現在

基準価額・純資産総額基準価額・純資産総額の推移
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基準価額（左軸）

年間収益率の推移（％）
※ファンドにはベンチマークがありません。

※ファンドの収益率は、税引前分配⾦を再投資したものとして計算しており、設定⽇以降を表⽰しています。
※設定年は設定時と年末の騰落率です。当年は昨年末と基準⽇の騰落率です。※上記は過去の実績であり、将来の動向等を⽰唆・保証するものではありません。

※⽐率は純資産総額に占める割合です。
※短期⾦融資産には未払⾦等が含まれるため、組⼊⽐率がマイナスとなる場合があります。

※分配⾦額は、収益分配⽅針に基づいて委託会社が決定します。
分配対象額が少額の場合等には、分配を⾏わないことがあります。

※基準価額は信託報酬控除後のものです。後述の信託報酬に関する記載をご覧ください。
※上記グラフは過去の実績であり、将来の運用成果をお約束するものではありません。
※基準価額は1万口当たりで表⽰しています。
※設定⽇は2025年4⽉30⽇です。

基準価額、パフォーマンス等の状況

※ファンドの騰落率は、税引前分配⾦を再投資した
ものとして計算しているため、実際の投資家利回りと
は異なります。

Monthly Report
東京海上ターゲット・イヤー・ファンド2060 愛称︓年⾦コンパス
追加型投信／内外／資産複合

騰落率（税引前分配⾦再投資、％）

資産構成（％）分配の推移（1万口当たり、税引前、円）

純資産総額 10 百万円
基準価額 13,317 円

1ヵ⽉ +0.69
ファンド

6ヵ⽉ +9.61
3ヵ⽉ +10.35

3年 - 
1年 +24.84

設定来 +33.17

2026/1/26
2027/1/25
2028/1/25
2029/1/25
2030/1/25
設定来累計 分配実績なし

期 決算⽇ 分配⾦
第1期 0
第2期

第4期
第3期

第5期

ＴＭＡ⽇本株ＴＯＰＩＸマザーファンド

マザーファンド

33.1 33.0 +0.1

組⼊
⽐率

資産配分
⽐率 差

ＴＭＡ⽇本債券インデックスマザーファンド 23.8 24.0 -0.2
ＴＭＡ外国株式インデックスマザーファンド 33.0 33.0 -0.0

短期⾦融資産等 -0.1 - -0.1
ＴＭＡ外国債券インデックスマザーファンド 10.1 10.0 +0.1
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⽇経新聞掲載名︓ターゲット65

※17ページの「当資料のお取扱いにおけるご注意」をご覧ください。

当資料は18ページ組となります 2026年6⽉30⽇現在
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※ファンドの収益率は、税引前分配⾦を再投資したものとして計算しており、設定⽇以降を表⽰しています。
※設定年は設定時と年末の騰落率です。当年は昨年末と基準⽇の騰落率です。※上記は過去の実績であり、将来の動向等を⽰唆・保証するものではありません。

※⽐率は純資産総額に占める割合です。
※短期⾦融資産には未払⾦等が含まれるため、組⼊⽐率がマイナスとなる場合があります。

※分配⾦額は、収益分配⽅針に基づいて委託会社が決定します。
分配対象額が少額の場合等には、分配を⾏わないことがあります。

※基準価額は信託報酬控除後のものです。後述の信託報酬に関する記載をご覧ください。
※上記グラフは過去の実績であり、将来の運用成果をお約束するものではありません。
※基準価額は1万口当たりで表⽰しています。
※設定⽇は2019年9⽉20⽇です。

基準価額、パフォーマンス等の状況

※ファンドの騰落率は、税引前分配⾦を再投資した
ものとして計算しているため、実際の投資家利回りと
は異なります。

Monthly Report
東京海上ターゲット・イヤー・ファンド2065 愛称︓年⾦コンパス
追加型投信／内外／資産複合

騰落率（税引前分配⾦再投資、％）

基準価額・純資産総額基準価額・純資産総額の推移

資産構成（％）分配の推移（１万口当たり、税引前、円）

※ファンドにはベンチマークがありません。

基準価額 22,855 円
純資産総額 4,752 百万円

ファンド
1ヵ⽉ +0.71
3ヵ⽉ +10.62
6ヵ⽉ +9.89
1年 +25.13
3年 +53.54

設定来 +128.55

2022/1/25
2023/1/25
2024/1/25
2025/1/27
2026/1/26
設定来累計 分配実績なし

期 決算⽇

第7期 0

分配⾦
第3期 0
第4期 0
第5期 0
第6期 0

ＴＭＡ⽇本株ＴＯＰＩＸマザーファンド

短期⾦融資産等 -0.1 - -0.1

差

ＴＭＡ⽇本債券インデックスマザーファンド 21.9 22.0 -0.1

ＴＭＡ外国債券インデックスマザーファンド 10.1 10.0 +0.1

マザーファンド 組⼊
⽐率

資産配分
⽐率

ＴＭＡ外国株式インデックスマザーファンド 34.0 34.0

34.034.1 +0.1

+0.0
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⽇経新聞掲載名︓ターゲット70

※17ページの「当資料のお取扱いにおけるご注意」をご覧ください。

当資料は18ページ組となります 2026年6⽉30⽇現在
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※ファンドにはベンチマークがありません。

※ファンドの収益率は、税引前分配⾦を再投資したものとして計算しており、設定⽇以降を表⽰しています。
※設定年は設定時と年末の騰落率です。当年は昨年末と基準⽇の騰落率です。※上記は過去の実績であり、将来の動向等を⽰唆・保証するものではありません。

※⽐率は純資産総額に占める割合です。
※短期⾦融資産には未払⾦等が含まれるため、組⼊⽐率がマイナスとなる場合があります。

※分配⾦額は、収益分配⽅針に基づいて委託会社が決定します。
分配対象額が少額の場合等には、分配を⾏わないことがあります。

※基準価額は信託報酬控除後のものです。後述の信託報酬に関する記載をご覧ください。
※上記グラフは過去の実績であり、将来の運用成果をお約束するものではありません。
※基準価額は1万口当たりで表⽰しています。
※設定⽇は2025年4⽉30⽇です。

基準価額、パフォーマンス等の状況

※ファンドの騰落率は、税引前分配⾦を再投資した
ものとして計算しているため、実際の投資家利回りと
は異なります。

Monthly Report
東京海上ターゲット・イヤー・ファンド2070 愛称︓年⾦コンパス
追加型投信／内外／資産複合

基準価額・純資産総額基準価額・純資産総額の推移

資産構成（％）分配の推移（１万口当たり、税引前、円）

騰落率（税引前分配⾦再投資、％）

基準価額 13,481 円
純資産総額 25 百万円

ファンド
1ヵ⽉ +0.73
3ヵ⽉ +10.97
6ヵ⽉ +10.26
1年 +26.13
3年 - 

設定来 +34.81

2026/1/26
2027/1/25
2028/1/25
2029/1/25
2030/1/25
設定来累計 分配実績なし

期 決算⽇ 分配⾦
第1期 0
第2期
第3期
第4期
第5期

ＴＭＡ⽇本株ＴＯＰＩＸマザーファンド 35.1 35.0 +0.1

マザーファンド 組⼊
⽐率

資産配分
⽐率 差

ＴＭＡ⽇本債券インデックスマザーファンド 19.9 20.0 -0.1
ＴＭＡ外国株式インデックスマザーファンド 35.0 35.0 -0.0

-0.1
ＴＭＡ外国債券インデックスマザーファンド 10.1 10.0 +0.1
短期⾦融資産等 -0.1 - 
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※17ページの「当資料のお取扱いにおけるご注意」をご覧ください。

当資料は18ページ組となります 2026年6⽉30⽇現在

ＴＭＡ日本債券インデックスマザーファンド
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（円）

※各保有債券の数値を加重平均した値です。
※保有債券の時価評価額を基に計算しています。
※途中償還等を考慮して計算しています。

※短期⾦融資産等は、組⼊有価証券以外のものです｡
※⽐率は、純資産総額に占める割合です。

ＴＭＡ日本株ＴＯＰＩＸマザーファンド
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※⽐率は、純資産総額に占める割合です。
※株式には新株予約権証券を含む場合があります。

Monthly Report
東京海上ターゲット・イヤー・ファンド 愛称︓年⾦コンパス

保有債券の属性情報

組入上位10銘柄（％）

純資産総額・騰落率（％）

※上記グラフは基準価額の推移です。過去の実績であり、将来の運用成果をお約束するもの
ではありません。
※東京海上ターゲット・イヤー・ファンド2035／2045／2055／2065の設定⽇前営業⽇
（設定⽇︓2019年9⽉20⽇）のマザーファンドの値を10,000円として指数化しています。

債券種別構成（％）

純資産総額・騰落率（％）

※上記グラフは基準価額の推移です。過去の実績であり、将来の運用成果をお約束するもので
はありません。
※東京海上ターゲット・イヤー・ファンド2035／2045／2055／2065の設定⽇前営業⽇
（設定⽇︓2019年9⽉20⽇）のマザーファンドの値を10,000円として指数化しています。

残存期間（年）
修正デュレーション
クーポン（％）
最終利回り（複利、％）

0.92
2.32

8.81
7.68

種別 ⽐率
国債
地⽅債
政府保証債
⾦融債
事業債
円建外債
MBS・ABS
短期⾦融資産等

合　計

- 
4.8

- 

-0.0
100.0

90.1
4.4

0.2

0.5

設定来
1ヵ⽉ +0.01

-17.35

ファンド

純資産総額 35,593 百万円

純資産総額 141,474 百万円

銘柄

アドバンテスト

⽐率
3.4

⽇⽴製作所
ソニーグループ
村田製作所

2.3
1.9
1.9

1.8
1.6

三菱ＵＦＪフィナンシャル・グループ1
2
3
4
5

8

東京エレクトロン
トヨタ⾃動⾞

1.8
1.8

7
6

三井住友フィナンシャルグループ
ソフトバンクグループ

みずほフィナンシャルグループ
10

2.7

9

2.4

1ヵ⽉
設定来 +193.97

ファンド
+1.07
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※17ページの「当資料のお取扱いにおけるご注意」をご覧ください。

当資料は18ページ組となります 2026年6⽉30⽇現在

ＴＭＡ外国株式インデックスマザーファンド
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※上記グラフは基準価額の推移です。過去の実績であり、将来の運用成果をお約束するものではありません。
※東京海上ターゲット・イヤー・ファンド2035／2045／2055／2065の設定⽇前営業⽇（設定⽇︓2019年
9⽉20⽇）のマザーファンドの値を10,000円として指数化しています。

純資産総額・騰落率（％）

組入上位5カ国（％）

※業種はGICS（世界産業分類基準）産業グ
ループ分類です。
※各⽐率は、純資産総額に占める割合です。
※外国株式には不動産投資信託証券（REIT）
を含む場合があります。

組入上位10銘柄（％）

ＴＭＡ外国債券インデックスマザーファンド
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※各保有債券の数値を加重平均した値です。
※保有債券の時価評価額を基に計算しています。

※⽐率は、純資産総額に占める割合です。

Monthly Report
東京海上ターゲット・イヤー・ファンド 愛称︓年⾦コンパス

※上記グラフは基準価額の推移です。過去の実績であり、将来の運用成果をお約束するもので
はありません。
※東京海上ターゲット・イヤー・ファンド2035／2045／2055／2065の設定⽇前営業⽇
（設定⽇︓2019年9⽉20⽇）のマザーファンドの値を10,000円として指数化しています。

保有債券の属性情報

国別構成（％）

純資産総額・騰落率（％）

1ヵ⽉
設定来

ファンド
+0.64

+271.05

国 ⽐率

3.7
アメリカ 76.11

2
カナダ

2.4

イギリス

フランス
スイス

4
5

3 3.5
2.5

ｿﾌﾄｳｪｱ･ｻｰﾋﾞｽ

1.9
1.5
1.5
1.4

1
2

NVIDIA CORP
APPLE INC

3

ALPHABET INC-CL C

TESLA INC

4
ALPHABET INC-CL A
BROADCOM INC

9

5
6

MICRON TECHNOLOGY INC
META PLATFORMS INC-A

10

7

AMAZON.COM INC

8

ｱﾒﾘｶ
ｱﾒﾘｶ

国

ｱﾒﾘｶ

銘柄
ｱﾒﾘｶ

MICROSOFT CORP

ｱﾒﾘｶ

ｱﾒﾘｶ
ｱﾒﾘｶ 半導体･半導体製造装置

ﾒﾃﾞｨｱ･娯楽
半導体･半導体製造装置

業種

ﾒﾃﾞｨｱ･娯楽

ｱﾒﾘｶ
ｱﾒﾘｶ
ｱﾒﾘｶ

⾃動⾞･⾃動⾞部品

半導体･半導体製造装置
ﾃｸﾉﾛｼﾞｰ･ﾊｰﾄﾞｳｪｱおよび機器

⼀般消費財･ｻｰﾋﾞｽ流通･⼩売り
ﾒﾃﾞｨｱ･娯楽

⽐率
5.3
4.9
3.1
2.7
2.4
2.0

残存期間（年）
修正デュレーション
クーポン（％）
最終利回り（複利、％）

3.01
3.57

8.11
6.25

国 ⽐率
アメリカ
カナダ
ユーロ圏
    うち　 ドイツ
    うち　フランス
    うち　イタリア
イギリス
その他

合　計

5.7

98.8
18.5

44.6
2.0

28.0
5.5
6.9
6.4

1ヵ⽉
ファンド

+1.59
+48.36設定来

純資産総額 35,101 百万円

純資産総額 507,762 百万円

10 / 18 ■設定・運用︓東京海上アセットマネジメント



※17ページの「当資料のお取扱いにおけるご注意」をご覧ください。

当資料は18ページ組となります 2026年6⽉30⽇現在

※MSCIコクサイ指数（配当込み、円ヘッジなし・円ベース）は、基準⽇前⽇のMSCIコクサイ指数（米ドルベース）を基準⽇のTTMで委託会社が円換算したもの、FTSE世界国債イ
ンデックス（除く⽇本、ヘッジなし・円ベース）は、FTSE世界国債インデックス（国内投信用）を使用しています。

ファンドマネージャーコメント

＜投資環境＞
【国内株式市場︓中東情勢の懸念後退を受けて株価上昇】
6⽉の国内株式市場は、TOPIXは0.95％上昇（配当込みベースは1.05％上昇）、⽇経平均株価は5.63％上昇しました。上旬は、中東
情勢の先⾏き不透明感の⾼まりや原油先物相場の上昇を受け、また、⽇銀⾦融政策決定会合やFOMC（米連邦公開市場委員会）を控
えるなかでの様⼦⾒姿勢もあり、国内株式市場は下落しました。中旬は、トランプ米⼤統領がイランと紛争終結に合意したと発表したことから、
紛争終結への期待が⾼まりました。また、AIや半導体関連などの銘柄が物色され、国内株式市場は上昇しました。下旬は、米国半導体⼤手
の市場予想を上回る決算が好感されたものの、KOSPI（韓国総合株価指数）の急落や米国のOpenAI社の上場延期に関する報道が嫌
気されたことなどを受け、株⾼を主導してきたAI・半導体関連銘柄が売られたことから、国内株式市場は下落しました。今後の国内株式市場
は底堅い展開を想定します。国内では、引き続き、衆議院で⾃⺠党が単独で⼤多数の議席数を有することによる政治的安定性から、⽇本株
に対する海外投資家の評価が⾼まっています。原油価格の上昇を受けた中東情勢対応の予備費などを含む約3兆円の補正予算が成⽴する
など政策的な下支えに加え、政府が7⽉にも策定する経済財政運営と改⾰の基本⽅針（骨太の⽅針）における官⺠投資も、個⼈消費や
設備投資をサポートすると考えます。ただし、原材料価格や⼈件費の上昇などを背景とした製品価格の値上げ、⽇銀の利上げや積極財政へ
の警戒による10年国債利回りの上昇など、個⼈消費や企業の設備投資意欲への下押しリスクには留意が必要と考えます。

【国内債券市場︓国内⻑期⾦利は上昇】
6⽉の国内⻑期⾦利（10年国債利回り）は上昇しました。上旬は、10年国債⼊札の好調な結果を受けて⻑期⾦利は⼀時低下しましたが、
中東情勢の緊張が⾼まったことや、6⽉の⽇銀⾦融政策決定会合で追加利上げが実施されるのではとの⾒⽅が広がるなか、上昇に転じました。
⽉半ばにかけては、中東情勢の緊張緩和や⽇銀が国債買い⼊れ減額を2027年4⽉以降停⽌するとの報道を受け、10年国債利回りは
徐々に⽔準を切り下げる展開となりました。⽉半ば以降は、原油価格の低下などからグローバルにインフレ懸念が後退していることは⾦利低下
要因となりましたが、⽇銀⾦融政策決定会合で想定通り追加利上げが実施され、また、⾼市政権が⽇本成⻑戦略のなかで2027年度以降、
毎年度10兆円の財政支出を想定していることは⾦利上昇要因となり、10年国債利回りは狭いレンジ内で推移しました。10年国債利回りは、
⽉末にかけては上昇し、2.6％台の⽔準で終了しました。今後の国内債券市場は、⾼市政権は、⽇本成⻑戦略のなかで2027年度以降、
毎年度10兆円の財政支出を想定するなど財政拡張政策を本格化することが⾒込まれます。また、円安にも⻭⽌めがかからない環境下、市場
参加者は⽇銀による年内の追加利上げを織り込んでおり、⻑期⾦利には今後上昇圧⼒がかかることを想定します。

Monthly Report
東京海上ターゲット・イヤー・ファンド 愛称︓年⾦コンパス

主要指数の動き

指 数

2026/5/29
2026/6/30

騰落（変化）率

外国債券

TOPIX
（配当込み） NOMURA-BPI(総合)

MSCIｺｸｻｲ指数
(配当込み、

円ﾍｯｼﾞなし・円ﾍﾞｰｽ)

FTSE世界国債ｲﾝﾃﾞｯｸｽ
（除く⽇本、

ﾍｯｼﾞなし・円ﾍﾞｰｽ）

為 替

円/米ドル 円/ユーロ

7,052.48
7,126.60

1.05% 

326.57
326.60
0.01% 

4,497,717
4,529,326

0.70% 

400.12
406.25
1.53% 

159.39 円 
162.39 円 

1.88% 

185.66 円 
185.35 円 

-0.17% 

国内株式 国内債券 外国株式

11 / 18 ■設定・運用︓東京海上アセットマネジメント



※17ページの「当資料のお取扱いにおけるご注意」をご覧ください。

当資料は18ページ組となります 2026年6⽉30⽇現在

ファンドマネージャーコメント（続き）

【海外株式市場︓米国の年内利上げ観測で株価の下落圧⼒が⾼まるも、堅調な経済成⻑が支えとなり横ばいで推移】
6⽉の海外株式市場は前⽉末対⽐でおおむね横ばいとなりました。⽉前半は、原油価格の上昇によるインフレ懸念や中東情勢の緊迫化が重
⽯となり、海外株式市場は⼀時下落しました。しかし、米国とイランの紛争終結に向けた覚書の合意が好感され、原油価格が下落したことによ
りインフレ懸念が後退し、海外株式市場は上昇に転じました。⽉後半は、FRB（米連邦準備制度理事会）のウォーシュ新議⻑によるインフレ
抑制発⾔や年内利上げ観測を受けて、海外株式市場は下落圧⼒を受けたものの、中東情勢の不確実性が続くなか、堅調な経済成⻑と企
業収益の伸びが支えとなり、横ばいで推移しました。今後の海外株式市場は、当面は、イラン情勢を巡る中東情勢の緊迫化を受けたマクロ経
済や企業業績への影響を⾒極める動きおよび⾦融政策の動向により、ボラティリティ（変動性）の⾼い展開が予想されます。米国の中間選
挙までは株式市場は上値の重い展開が予想されるものの、イラン情勢が徐々に収束に向かい企業業績の増益基調が維持されれば、海外株
式市場は上昇する展開を予想しています。

【海外債券市場︓米国債利回りはおおむね横ばい、ドイツ国債利回りは低下】
6⽉の米国債利回りはおおむね横ばいとなりました。米国とイランの和平合意への期待から原油価格が⼤幅に下落し、インフレ懸念が和らいだ
ことで米国債を買い戻す動きが優勢となりました。FRBがインフレ警戒姿勢を⽰したことを受けて米国債利回りは上昇する場面があったものの、
原油価格の低下基調が継続したことや、物価指標も予想の範囲内となったことから低下し、⽉を通してはおおむね横ばいとなりました。ドイツ国
債利回りは低下しました。原油価格の⼤幅な下落を受け、ユーロ圏のインフレ再燃への警戒感が⼀服したことからドイツ国債を買い戻す動きが
優勢となりました。さらに、ラガルドECB（欧州中央銀⾏）総裁が追加利上げに慎重な姿勢を⽰したことも利回りの抑制要因となり、ドイツ10
年国債利回りは前⽉末対⽐で低下しました。新興国債券と先進国債券のスプレッド（利回り格差）は、⽉前半、中東情勢の緊張緩和への
期待から市場のリスク回避姿勢が和らぎ、縮⼩する展開となりました。しかし、⽉後半にかけては、FRBのインフレ警戒姿勢による利上げ観測の
台頭で新興国から資⾦が流出し、スプレッドは拡⼤して⽉を終えました。今後の米国債利回りは、短期的には物価上昇に警戒が必要であるも
のの、原油価格のピークアウトを受けてインフレ懸念およびFRBの引き締め姿勢は徐々に緩和される⾒込みであり、緩やかな低下基調での推
移を予想します。ドイツ国債利回りは、ECBがインフレ波及への警戒から利上げを先⾏したものの、原油価格の下落を受けて先⾏きについては
様⼦⾒姿勢を強める⾒込みであり、おおむね横ばいから緩やかな低下⽅向での推移を予想します。

【為替市場︓米ドルに対して円安が進⾏し、約39年半ぶりの⽔準に】
6⽉の米ドル円為替レートは円安米ドル⾼となりました。⽉前半は中東情勢の緊張緩和に伴う原油価格の下落を受けて、米ドル円為替レー
トはもみ合う展開となりました。しかしその後、FRBがインフレ警戒姿勢を⽰した⼀⽅、⽇銀の追加利上げへの慎重姿勢から⽇米⾦利差の拡
⼤が意識されました。さらに、本邦輸⼊企業による実需の米ドル買いも相場を押し上げ、⽉末にかけて約39年半ぶりの円安⽔準まで進⾏しま
した。ユーロ円為替レートは⼩幅に円⾼ユーロ安となりました。⽉前半は市場予想を上回る米国雇用統計や中東情勢の緊迫化に伴う原油
⾼・米ドル⾼を受けて、米ドルに対してユーロが下落し、上値の重い展開が続きました。その後も、ラガルドECB総裁が追加利上げに慎重な考
え⽅を⽰したことなどから、円⾼ユーロ安が進みました。⽉末にかけては対米ドルでの円安進⾏に連動して円安ユーロ⾼が進⾏しましたが、⽉を
通しては⼩幅に円⾼ユーロ安となりました。今後の米ドル円為替レートは、⾼市政権下での財政拡⼤懸念など円安材料が散⾒されるものの、
中⻑期的には原油価格の下落を受けた米国の利下げ再開や⽇銀の利上げへの思惑を受けて、緩やかに円⾼米ドル安となる展開を予想しま
す。ユーロ円為替レートは、⾼市政権の財政政策など円安材料が意識されるものの、中⻑期的には原油価格の下落を背景としたECBの⾦融
引き締め姿勢の軟化を受けて、円⾼ユーロ安基調となる展開を予想します。

Monthly Report
東京海上ターゲット・イヤー・ファンド 愛称︓年⾦コンパス
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実質組⼊外貨建資産については、原則として為替ヘッジを⾏いません。

当初設定時は以下の資産配分⽐率を参考にポートフォリオを構築します。

資産配分⽐率は、原則として以下の⽅針で１年ごとに変更します。

※17ページの「当資料のお取扱いにおけるご注意」をご覧ください。

２．

３．
● ターゲットイヤー（2035年／2040年／2045年／2050年／2055年／2060年／2065年／2070年）の10年前（2025

年／2030年／2035年／2040年／2045年／2050年／2055年／2060年）に近づくにしたがい、リスク性資産（国内外の
株式）の⽐率をゆるやかに減少させ、安定性資産（国内外の債券）の⽐率をゆるやかに増加させる運用をめざします。

● ターゲットイヤーの10年前からターゲットイヤーに近づくにしたがい、リスク性資産の⽐率を⼤きく引き下げ、安定性資産の⽐率を⼤きく
引き上げる運用をめざします。

●

当資料は18ページ組となります 2026年6⽉30⽇現在

１．※ 主として、以下のマザーファンドへの投資を通じて、実質的に国内外の株式および債券に分散投資を⾏います。

ファンドの特⾊（詳しくは、投資信託説明書（交付目論⾒書）をご覧ください。）

Monthly Report
東京海上ターゲット・イヤー・ファンド 愛称︓年⾦コンパス

指数
ＴＯＰＩＸ（配当込み）

ＮＯＭＵＲＡ-ＢＰＩ（総合）
ＭＳＣＩコクサイ指数（配当込み、円ヘッジなし・円ベース）

ＦＴＳＥ世界国債インデックス（除く⽇本、ヘッジなし・円ベース）

資産
国内株式
国内債券
外国株式
外国債券

マザーファンド
ＴＭＡ⽇本株ＴＯＰＩＸマザーファンド
ＴＭＡ⽇本債券インデックスマザーファンド
ＴＭＡ外国株式インデックスマザーファンド
ＴＭＡ外国債券インデックスマザーファンド

＜当初設定時＞

31% 28% 31% 10%

東京海上ターゲット・イヤー・ファンド2055
東京海上ターゲット・イヤー・ファンド2060
東京海上ターゲット・イヤー・ファンド2065

東京海上ターゲット・イヤー・ファンド2040
32% 26% 32%

34% 22% 34%

10%
32%

ファンド
資産配分⽐率

国内株式 国内債券 外国株式 外国債券
東京海上ターゲット・イヤー・ファンド2035 31% 28% 31% 10%

26% 32% 10%
東京海上ターゲット・イヤー・ファンド2045
東京海上ターゲット・イヤー・ファンド2050

10%
34% 22% 34% 10%
35% 20% 35% 10%
35% 20% 35% 10%東京海上ターゲット・イヤー・ファンド2070

＜2026年4⽉時点＞

ファンド
資産配分⽐率

国内株式 国内債券 外国株式 外国債券
東京海上ターゲット・イヤー・ファンド2035 28% 33% 28% 11%
東京海上ターゲット・イヤー・ファンド2040 31% 28% 31% 10%
東京海上ターゲット・イヤー・ファンド2045 31% 28% 31% 10%
東京海上ターゲット・イヤー・ファンド2050 32% 26% 32% 10%
東京海上ターゲット・イヤー・ファンド2055 33% 24% 33% 10%
東京海上ターゲット・イヤー・ファンド2060 33% 24% 33% 10%
東京海上ターゲット・イヤー・ファンド2065 34% 22% 34% 10%
東京海上ターゲット・イヤー・ファンド2070 35% 20% 35% 10%
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※2035はターゲットイヤーの10年前に到達したため、ターゲットイヤーに近づくにしたがい、安定性資産の⽐率を⼤きく引き上げる運用に移⾏しました。
※上記は、資産配分のイメージであり、実際のファンドの資産配分⽐率と異なる場合があります。

ターゲットイヤーの資産配分⽐率⾒直し実施⽇以降は、マザーファンドへの投資を通じた各資産への当該⽐率を⼀定とします。

※上記は、資産配分のイメージであり、実際のファンドの資産配分⽐率と異なる場合があります。

資⾦動向および市況動向等によっては、上記のような運用ができない場合があります。

※17ページの「当資料のお取扱いにおけるご注意」をご覧ください。

４．

当資料は18ページ組となります 2026年6⽉30⽇現在

0%

20%

40%

60%

80%

100%

＜資産配分⽐率のイメージ（例︓東京海上ターゲット・イヤー・ファンド2070）＞
国内株式 外国株式 国内債券 外国債券

2060年
（ターゲットイヤー

の10年前）

設定時 2070年
（ターゲットイヤー）

資産配分
⽐率⼀定

ファンドの特⾊（続き）

Monthly Report
東京海上ターゲット・イヤー・ファンド 愛称︓年⾦コンパス

＜ターゲットイヤーの10年前＞

ファンド
資産配分⽐率

国内株式 国内債券 外国株式 外国債券
東京海上ターゲット・イヤー・ファンド2035

30% 30% 30% 10%

東京海上ターゲット・イヤー・ファンド2040
東京海上ターゲット・イヤー・ファンド2045
東京海上ターゲット・イヤー・ファンド2050
東京海上ターゲット・イヤー・ファンド2055
東京海上ターゲット・イヤー・ファンド2060
東京海上ターゲット・イヤー・ファンド2065
東京海上ターゲット・イヤー・ファンド2070

＜ターゲットイヤーの資産配分⽐率⾒直し実施⽇以降＞

ファンド 資産配分⽐率
国内株式 国内債券 外国株式 外国債券

東京海上ターゲット・イヤー・ファンド2035

15% 55% 15% 15%

東京海上ターゲット・イヤー・ファンド2040
東京海上ターゲット・イヤー・ファンド2045
東京海上ターゲット・イヤー・ファンド2050
東京海上ターゲット・イヤー・ファンド2055
東京海上ターゲット・イヤー・ファンド2060
東京海上ターゲット・イヤー・ファンド2065
東京海上ターゲット・イヤー・ファンド2070
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・

・ 運用による損益は、全て投資者に帰属します。
・ 投資信託は預貯⾦や保険と異なります。
・ ファンドへの投資には主に以下のリスクが想定されます。

価格変動リスク ︓

⾦利変動リスク ︓

信用リスク ︓

為替変動リスク ︓

カントリーリスク ︓

流動性リスク ︓

※基準価額の変動要因は、上記に限定されるものではありません。

※17ページの「当資料のお取扱いにおけるご注意」をご覧ください。

■ 外貨建資産の円換算価値は、資産⾃体の価格変動の他、当該外貨の円に対する為替レートの変動の影響を受け
ます。為替レートは、各国・地域の⾦利動向、政治・経済情勢、為替市場の需給その他の要因により⼤幅に変動する
ことがあります。組⼊外貨建資産について、当該外貨の為替レートが円⾼⽅向にすすんだ場合には、基準価額が下落
する要因となります。

■ 投資対象国・地域において、政治・経済情勢の変化等により市場に混乱が生じた場合、または取引に対して新たな
規制が設けられた場合には、基準価額が予想以上に下落したり、投資⽅針に沿った運用が困難となることがあります。

■ 受益者から解約申込があった場合、組⼊資産を売却することで解約資⾦の手当てを⾏うことがあります。その際、組⼊
資産の市場における流動性が低いときには直前の市場価格よりも⼤幅に安い価格で売却せざるを得ないことがありま
す。この場合、基準価額が下落する要因となります。

■ 株価は、政治・経済情勢、発⾏企業の業績・財務状況、市場の需給等を反映して変動します。株価は、短期的また
は⻑期的に⼤きく下落することがあります（発⾏企業が経営不安、倒産等に陥った場合には、投資資⾦が回収できな
くなることもあります。）。組⼊銘柄の株価が下落した場合には、基準価額が下落する要因となります。

■ 公社債は、⼀般に⾦利が上昇した場合には価格は下落し、反対に⾦利が下落した場合には価格は上昇します。した
がって、⾦利が上昇した場合、基準価額が下落する要因となります。

■ ⼀般に、公社債や短期⾦融商品等の発⾏体にデフォルト（債務不履⾏）が生じた場合、またはデフォルトが予想さ
れる場合には、当該公社債等の価格は⼤幅に下落することになります。したがって、組⼊公社債等にデフォルトが生じ
た場合、またデフォルトが予想される場合には、基準価額が下落する要因となります。

当資料は18ページ組となります 2026年6⽉30⽇現在

投資する有価証券等の値動きにより基準価額は変動します。したがって、投資元本は保証されているものではなく、投資元本を割り込むことがあ
ります。

ファンドの主なリスクについて（詳しくは、投資信託説明書（交付目論⾒書）をご覧ください。）

Monthly Report
東京海上ターゲット・イヤー・ファンド 愛称︓年⾦コンパス

【当資料で使用するインデックスについて】
※配当込みTOPIX（以下「TOPIX（配当込み）」といいます。）は、株式会社ＪＰＸ総研が算出する株価指数であり、⽇本の株式市場を広範に網羅するとともに、投資対
象としての機能性を有するマーケット・ベンチマークで、浮動株ベースの時価総額加重⽅式により算出されます。TOPIX（配当込み）の指数値およびTOPIX（配当込み）にか
かる標章または商標は、株式会社ＪＰＸ総研または株式会社ＪＰＸ総研の関連会社（以下「ＪＰＸ」といいます。）の知的財産であり、指数の算出、指数値の公表、利
用等TOPIX（配当込み）に関するすべての権利・ノウハウおよびTOPIX（配当込み）にかかる標章または商標に関するすべての権利はＪＰＸが有します。ＪＰＸは、
TOPIX（配当込み）の指数値の算出または公表の誤謬、遅延または中断に対し、責任を負いません。ファンドは、ＪＰＸにより提供、保証または販売されるものではなく、ファン
ドの設定、販売および販売促進活動に起因するいかなる損害に対してもＪＰＸは責任を負いません。
※NOMURA－BPI（総合）とは、野村フィデューシャリー・リサーチ＆コンサルティング株式会社（以下、NFRC）が公表する⽇本の公募債券流通市場全体の動向を的確に
表す代表的な指標です。NOMURA－BPIは、NFRCの知的財産です。NFRCは、ファンドの運用成績等に関し、⼀切責任ありません。
※MSCIコクサイ指数とは、MSCI社が発表している⽇本を除く主要先進国の株式市場の動きを捉える代表的な株価指標です。同指数の著作権、知的財産権その他⼀切の
権利はMSCI社に帰属します。また、MSCI社は同指数の内容を変更する権利および公表を停⽌する権利を有しています。MSCI社の許諾なしにインデックスの⼀部または全部
を複製、頒布、使用等することは禁じられています。MSCI社はファンドとは関係なく、ファンドから生じるいかなる責任も負いません。
※FTSE世界国債インデックス（除く⽇本、ヘッジなし・円ベース）は、FTSE  Fixed  Income  LLCにより運営され、⽇本を除く世界主要国の国債の総合収益率を各市場の
時価総額で加重平均した債券インデックスです。このインデックスのデータは、情報提供のみを目的としており、FTSE  Fixed   Income   LLCは、当該データの正確性および完
全性を保証せず、またデータの誤謬、脱漏または遅延につき何ら責任を負いません。このインデックスに対する著作権等の知的財産その他⼀切の権利はFTSE Fixed Income 
LLCに帰属します。
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購⼊単位 販売会社が定める単位。詳しくは販売会社にお問い合わせください。
購⼊価額 購⼊申込受付⽇の翌営業⽇の基準価額
換⾦単位 販売会社が定める単位。詳しくは販売会社にお問い合わせください。
換⾦価額 換⾦申込受付⽇の翌営業⽇の基準価額
換⾦代⾦ 原則として、換⾦申込受付⽇から起算して、5営業⽇目からお支払いします。

換⾦制限 ファンドの資⾦管理を円滑に⾏うため、⼤口の換⾦には制限を設ける場合があります。
以下に該当する⽇には、購⼊・換⾦のお申込みができません。
・ニューヨーク証券取引所の休業⽇
・ロンドン証券取引所の休業⽇
・フランクフルト証券取引所の休業⽇

以下に該当する場合等には、繰上償還することがあります。
・受益権の総口数が10億口を下回ることとなったとき
・ファンドを償還することが受益者のため有利であると認めるとき
・やむを得ない事情が発生したとき

決算⽇ 1⽉25⽇（休業⽇の場合は翌営業⽇）
年1回の決算時に収益分配⽅針に基づき、収益分配を⾏います。
※販売会社との契約によっては再投資が可能です。
※分配対象額が少額の場合等には、分配を⾏わないことがあります。
収益分配時の普通分配⾦、換⾦時および償還時の差益に対して課税されます。
課税上は株式投資信託として取扱われます。

詳しくは販売会社にお問い合わせください。
配当控除および益⾦不算⼊制度の適用はありません。
受益者が確定拠出年⾦法に規定する資産管理機関および連合会等の場合は、所得税、復興特別所得税および
地⽅税はかかりません。また、確定拠出年⾦制度の加⼊者については、確定拠出年⾦の積⽴⾦の運用にかかる
税制が適用されます。
※税法が改正された場合等には、内容等が変更される場合があります。

【分配⾦に関する留意事項】
・

・ 将来の分配⾦の支払いおよびその⾦額について保証するものではありません。

※17ページの「当資料のお取扱いにおけるご注意」をご覧ください。

分配⾦は、預貯⾦の利息とは異なり、投資信託の純資産から支払われますので分配⾦が支払われると、その⾦額相当分、基準価額は下がり
ます。分配⾦は、計算期間中に発生した収益（経費控除後の配当等収益および評価益を含む売買益）を超えて支払われる場合がありま
す。その場合、当期決算⽇の基準価額は前期決算⽇と⽐べて下落することになります。また、分配⾦の⽔準は、必ずしも計算期間におけるファ
ンドの収益率を⽰すものではありません。受益者のファンドの購⼊価額によっては、分配⾦の⼀部または全額が、実質的には元本の⼀部払戻し
に相当する場合があります。ファンド購⼊後の運用状況により、分配⾦額より基準価額の値上がりが⼩さかった場合も同様です。

信託期間

2035／2045／2055／2065
無期限（2019年9⽉20⽇設定）
2040／2050／2060／2070
無期限（2025年4⽉30⽇設定）

繰上償還

収益分配

課税関係

公募株式投資信託は、税法上、⼀定の条件を満たした場合に少額投資非課税制度「NISA」の適用対象となりま
す。
ファンドは、「NISA」の「成⻑投資枠（特定非課税管理勘定）」および「つみたて投資枠（特定累積投資勘
定）」の対象ですが、販売会社により取扱いが異なる場合があります。

当資料は18ページ組となります 2026年6⽉30⽇現在

申込締切時間 原則として午後3時30分までに、販売会社の手続きが完了したものを当⽇受付分とします。なお、販売会社により取扱
いが異なる場合があります。詳しくは販売会社にお問い合わせください。

購⼊・換⾦
申込不可⽇

お申込みメモ（詳しくは、投資信託説明書（交付目論⾒書）をご覧ください。）

Monthly Report
東京海上ターゲット・イヤー・ファンド 愛称︓年⾦コンパス
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■ 投資者が直接的に負担する費用
ありません。

信託財産留保額 ありません。
■ 投資者が信託財産で間接的に負担する費用

ファンドの純資産総額に信託報酬率をかけた額とします。

以下の費用・手数料等がファンドから支払われます。
・ 監査法⼈に支払うファンドの監査にかかる費用

・ 組⼊有価証券の売買の際に発生する売買委託手数料
・ 資産を外国で保管する場合にかかる費用
・ 信託事務等にかかる諸費用

※上記の手数料等の合計額については、保有期間等に応じて異なりますので、事前に表⽰することができません。

■

■
■

■

■
   
■
■
■

投資信託は、預⾦および保険契約ではありません。また、預⾦保険や保険契約者保護機構の対象ではありません。
登録⾦融機関から購⼊した投資信託は、投資者保護基⾦の補償対象ではありません。

当資料は、東京海上アセットマネジメントが作成した資料であり、⾦融商品取引法に基づく開⽰資料ではありません。お申込みに当たっては必ず
投資信託説明書（交付目論⾒書）をご覧の上、ご⾃⾝でご判断ください。投資信託説明書（交付目論⾒書）は販売会社までご請求くださ
い。
当資料の内容は作成⽇時点のものであり、将来予告なく変更されることがあります。
当資料は信頼できると考えられる情報に基づき作成しておりますが、その正確性、完全性を保証するものではありません。当資料に記載された運
用実績は、過去の実績を⽰したものであり、将来の運用成果を⽰唆・保証するものではありません。
投資信託は、値動きのある証券等（外貨建資産に投資する場合には、この他に為替変動リスクもあります）に投資しますので、基準価額は変
動します。したがって、元本が保証されているものではありません。
投資信託は、⾦融機関の預⾦とは異なり元本が保証されているものではありません。委託会社の運用指図によって信託財産に生じた利益および
損失は、全て投資家に帰属します。
投資信託は、⾦融商品取引法第37条の6の規定（いわゆるクーリング・オフ）の適用はありません。

ターゲットイヤーの決算⽇の翌⽇以降 年率0.198％（税抜0.18％）

その他の費用・
手数料

ファンドの純資産総額に年率0.011％（税込）をかけた額（上限年99万円）

※ 監査にかかる費用を除く上記の費用・手数料等は、取引等により変動するため、事前に料率、上限額等を表⽰するこ
とができません。

当資料は18ページ組となります 2026年6⽉30⽇現在

購⼊時手数料

運用管理費用
（信託報酬）

計算期間 信託報酬率
設定⽇〜ターゲットイヤーの決算⽇ 年率0.308％（税抜0.28％）

当資料のお取扱いにおけるご注意

Monthly Report
東京海上ターゲット・イヤー・ファンド 愛称︓年⾦コンパス

ファンドの費⽤（詳しくは、投資信託説明書（交付目論⾒書）をご覧ください。）
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■委託会社︓東京海上アセットマネジメント株式会社
ファンドの運用の指図を⾏います。

商号等︓ 東京海上アセットマネジメント株式会社
⾦融商品取引業者　関東財務局⻑ (⾦商) 第361号

加⼊協会︓⼀般社団法⼈ 資産運用業協会、⼀般社団法⼈ 第⼆種⾦融商品取引業協会
■受託会社︓三菱ＵＦＪ信託銀⾏株式会社

ファンドの財産の保管・管理を⾏います。
■販売会社

前掲の販売会社または下記までお問い合わせください。
東京海上アセットマネジメント サービスデスク   ０１２０－７１２－０１６ 受付時間︓営業⽇の９時〜17時

ホームページ   https://www.tokiomarineam.co.jp/

※17ページの「当資料のお取扱いにおけるご注意」をご覧ください。

当資料は18ページ組となります 2026年6⽉30⽇現在

当ファンドの照会先

Monthly Report
東京海上ターゲット・イヤー・ファンド 愛称︓年⾦コンパス

委託会社、その他関係法人

（＊1）東京海上ターゲット・イヤー・ファンド2035／2045／2055／2065
（＊2）東京海上ターゲット・イヤー・ファンド2040／2050／2060／2070
※販売会社によっては、現在、新規申込みの取扱いを中⽌している場合があります。
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2065
（*1）

2040/
2050/
2060/
2070
（*2）

株式会社 イオン銀⾏
（委託⾦融商品取引業者
マネックス証券株式会社）

○ 関東財務局⻑（登⾦）第633号 ○ ○ ○

ＳＭＢＣ⽇興証券株式会社 ○ 関東財務局⻑（⾦商）第2251号 ○ ○ ○ ○ ○
株式会社 ＳＢＩ証券 ○ 関東財務局⻑（⾦商）第44号 ○ ○ ○ ○ ○ ○
株式会社 ＳＢＩ新生銀⾏
（委託⾦融商品取引業者
株式会社 ＳＢＩ証券）

○ 関東財務局⻑（登⾦）第10号 ○ ○ ○ ○

株式会社 ＳＢＩ新生銀⾏
（委託⾦融商品取引業者
マネックス証券株式会社）

○ 関東財務局⻑（登⾦）第10号 ○ ○ ○ ○

松井証券株式会社 ○ 関東財務局⻑（⾦商）第164号 ○ ○ ○ ○
マネックス証券株式会社 ○ 関東財務局⻑（⾦商）第165号 ○ ○ ○ ○ ○ ○
三菱ＵＦＪ ｅスマート証券株式会社 ○ 関東財務局⻑（⾦商）第61号 ○ ○ ○ ○ ○ ○
楽天証券株式会社 ○ 関東財務局⻑（⾦商）第195号 ○ ○ ○ ○ ○ ○

取扱ファンド加入協会

商号（五十音順） 登録番号

18 / 18 ■設定・運用︓東京海上アセットマネジメント


